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参加型評価の理論と実際

橋本　圭多

概　要

　社会科学の諸領域で用いられるプログラム評
価は、プログラム作成者が意思決定を行う上で
必要となる評価結果を産出することを目的とし
て行われる。近年では、新たなプログラム評価
の手法である参加型評価が注目されている。参
加型評価は、評価プロセスに利害関係者を参加
させることで評価結果に多様な意見を反映さ
せ、プログラムを改善することを目的としてい
る。従来型のプログラム評価には多くの問題点
が指摘されており、参加型評価はそれらの問題
点を克服する可能性を有している。参加型評価
にはさまざまな手法が存在するが、それらは歴
史的出自の異なる 2つの原理である実用的参加
型評価と変革的参加型評価のいずれかに整理す
ることができる。参加型評価の手法によって評
価プロセスにおける利害関係者の関与の度合い
は異なり、評価専門家の役割もそれに応じて異
なる。参加型評価の実例は国内では少ないが、
NPOによる地域公共サービスの提供、地方国
公立大学による地域貢献、青少年参加型評価
（YPE）の政治教育への応用といった場面で利
用することが考えられる。参加型評価を普及さ
せるために、今後は参加型評価の担い手を育成
することや、標準的なテキストの作成を通じて
評価スキル獲得の支援や評価プロセスの実効性
を確保することが求められる。

１．はじめに

　応用社会科学として位置づけられるプログラ
ム評価（program evaluation）は、20世紀初頭

から社会科学の諸分野で発展してきた評価研
究（evaluation research）が原型となっている。
その目的はプログラム作成者の意思決定に資す
る情報提供にあるが、近年では評価プロセスや
評価結果の利用に広範な利害関係者を参加させ
ることで民主主義の要請に応えようとする新た
なプログラム評価の手法、すなわち参加型評価
（participatory evaluation）が注目されるように
なっている。
　本稿で検討する参加型評価とは、プログラム
評価の中でもとりわけ利害関係者の参加を重視
した評価のことである。これまでに評価結果の
実用性や社会変革を目的としたさまざまなプロ
グラム評価の手法が提唱されているが、これら
はすべて「参加型評価」として概念上整理され
ている。参加型評価はその出自から、プログラ
ム作成者や資金提供者に対する情報提供を目的
とした従来型のプログラム評価とは対照的に、
プログラムの対象者をはじめとする多様な利害
関係者によって評価結果が利用されることを目
的としている。
　本稿では、参加型評価の理論と展開について、
従来型のプログラム評価との対比を用いながら
検討する。参加型評価にはさまざまな手法が存
在しており、これらを理解するためにはその歴
史的出自や目的から整理を行う必要がある。ま
た、参加型評価の手法に応じて評価者に求めら
れる役割は異なっており、評価者による評価プ
ロセスへの関与の度合いによって参加型評価の
手法の違いを理解することが可能である。くわ
えて、日本では必ずしも普及しているとは言い
がたい参加型評価について、実際に活用されう
る具体的な場面とその担い手について考察を行
う。
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２．評価と民主主義

　プログラム評価が追求する価値は、その利用
目的や制度に応じて異なる。たとえば、日本の
中央政府で行われる政策評価は行政がその実施
主体であり、行政の基本的な価値観である「能
率」と「民主主義」の 2つの価値観が色濃く反
映されている。それは「行政機関が行う政策の
評価に関する法律」（平成 13年 6月 29日法律第
86号）の第 1条に「効果的かつ効率的な行政の
推進」と「政府の有するその諸活動について国
民に説明する責務」という記述があることから
も確認できる。ただし、日本の政策評価は行政
機関の自己評価が原則であるため、国民や利害
関係者は評価プロセスに関与しない。評価に際
してしばしば注目されるのは行政活動の合理性

であり、評価プロセスにおいて民主主義の視点
が十分に酌まれているとは言いがたい。これは、
地方自治体における行政評価でも同様である。
　この問題を考える上で、プログラム評価には
2つの価値が存在することを理解する必要があ
る。ひとつが技術的合理性であり、「政策とその
手段を運営する行政活動に関する技術の合理的
な活用」（山谷 2006: 182）のためにプログラム評
価を行う場合である。もうひとつが民主主義で
あり、ここでは統治機構の中にどのように評価
制度を入れ込むのかというマクロな視点と、評
価プロセスの公開、パブリックコメント、特定
テーマのワークショップ開催といった方法から
追求するミクロな視点がある（山谷 2006: 182）。
　評価プロセスにおいて民主主義を追求する方
法として、これまでにもたとえば自治体の外部

形成的 総括的
主要なオーディエンス プログラム開発者 政策作成者

プログラム管理者 関心のある公衆
プログラム実施者 資金提供者

データ収集における強調点 目標の明確化 成果に関する証拠資料
プログラムの過程／実施の性質 実施に関する証拠資料
実施と成果の進捗における問題の明
確化

実施と成果のマクロレベルでの分析

実施と成果のミクロレベルでの分析

プログラム開発者と実施者
の主要な役割

コラボレーター データ提供者

評価者の主要な役割 相互的 独立的

典型的な方法論 質的手法と量的手法（前者をより強
調）

量的手法（ときに質的手法で強化）

データ収集の頻度 継続的なモニタリング 限定的

主要な報告メカニズム 討論／ミーティング 公式的な報告書
非公式な交流

報告の頻度 終始頻繁に 結論で

報告における強調点 過程要素間の関係―ミクロレベル マクロな関係（文脈、過程、成果）
文脈と過程間の関係 政策、行政統制、マネジメントへの

含意過程と成果間の関係
プログラム実務への含意とオペレー
ションにおける特定の変化

信頼の要件 プログラムの理解 科学的な厳格さ
開発者／実施者の調和的な関係 不偏性
アドボカシー／信頼

表1　形成的評価と総括的評価の比較

Source: Herman, Morris, and Fitz-Gibbon (1987: 26)
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評価委員会における市民代表の選任や県民アン
ケートの実施を通じて民主主義の要請に応えよ
うとする取り組みがなされてきた。しかし、こ
れらはいずれも行政が人選や項目作成を行うた
めに、民主主義の価値を評価プロセスに反映さ
せるには限界がある。また、評価プロセスにお
いて民主主義を追求した場合、評価専門家との
分業体制をどのように機能させるのかといった
問題も生じる。従来型のプログラム評価におけ
るこれらの問題から、参加型評価が提唱される
ようになったのである。
　参加型評価の特徴を理解する上で前提となる
のが、プログラム評価には総括的評価と形成的
評価の 2つの種類が存在するという点である
（Herman, Morris, and Fitz-Gibbon 1987: 26）。こ
れらは、主要なオーディエンス、データ収集に
おける強調点、プログラム開発者と実施者の主
要な役割、評価者の主要な役割、典型的な方法
論、データ収集の頻度、主要な報告メカニズム、
報告の頻度、報告における強調点、信頼の要件
によって対比的に比較される（表 1）。
　従来型のプログラム評価は、その特徴から総
括的評価に該当する。つまり、政策作成者や公
衆あるいは資金提供者が評価結果の主要な利用
者として想定され、プログラムの実施と成果に
関する証拠資料の収集が行われる。プログラム
の開発者や実施者はデータ提供者として位置づ
けられ、評価の対象となる。総括的評価では科
学的客観性や不偏性が求められることから、評
価者には評価対象から独立的に振る舞うことが
求められる。総括的評価という名称からも明ら
かなように、プログラムの終了時点で総括とし
て行われる活動であるため、データ収集と報告
の頻度は評価を行う時点に限定され、評価結果
の報告は公式的な報告書の発行によって行われ
る。報告書ではプログラム全体のマクロな関係
について考察がなされ、政策や行政統制、マネ
ジメントに関する事項が強調される。報告書の
評価結果は、その科学的な厳格さや不偏性と
いった観点から信頼性が確認される。
　それに対して、参加型評価はその特徴から形
成的評価に該当する。総括的評価では意思決定
者が評価結果の想定利用者であるのに対して、
形成的評価ではプログラムの開発者や管理者、
実施者など、実際にプログラムに関与する者が
評価結果の想定利用者となる。データ収集では

目標があらかじめ明確化され、プログラムの過
程や実施の性質に焦点が当てられる。プログラ
ムの開発者や実施者はたんなるデータ提供者で
はなく、協働して評価活動を行うコラボレーター
の役割を担う。形成的評価では、利害関係者と
相互に協力して評価を行うことが求められる。
形成的評価ではプログラムの実施中に評価活動
を行うため、データ収集と報告の頻度は継続的
かつ頻繁であり、評価結果は討論やミーティン
グあるいは非公式な交流を通じて形成される。
報告書ではプログラムの実施過程における要素
間のミクロな関係について考察がなされ、プロ
グラム実務やオペレーションにおける特定の変
化に関する事項が強調される。評価結果は利
害関係者がプログラムを理解するために用いら
れ、評価プロセスはプログラムの開発者や実施
者との調和的な関係のもとで進められる。
　総括的評価と形成的評価ではその利用目的が
それぞれ異なる。すなわち、総括的評価はアカ
ウンタビリティの確保を目的として実施され、
形成的評価は政策の改善を目的として実施され
る（Stufflebeam and Coryn 2014: 21-22）。プログ
ラムのライフサイクルの初期に近いほど形成的
評価の比重が高く、終期に近いほど総括的評価
の比重が高いため、両者は補完的な関係にある
と解することができる（Stufflebeam and Coryn 
2014: 24）。他方で、改善とアカウンタビリティ
はそれぞれトレードオフの関係にあるために両
者を同時に追求することはできないとの指摘
もなされている（Lonsdale and Bemelmans-Videc 
2007）。
　アカウンタビリティを目的とした評価は、否
定的な作用によって特徴づけられる（Perrin 
2007）。統制やコンプライアンスに焦点をあて
た評価活動は、ともすればプログラムの成否を
判断するための粗探しとなり、評価対象者が身
構えることで彼らからの協力を得ることも困難
になる。評価を行うことがプログラムをイノ
ベーションすることへの誘因を阻害したり、た
んなる現状の正当化に終始する可能性がある。
評価結果によって罰せられるのであれば、評価
対象者は虚偽の回答を行ったり意図的な指標を
設定したりする誘因となる。評価結果がプログ
ラムの終了をもたらす可能性があれば、プログ
ラム自体を生活上または職業上の基盤としてい
る評価対象者はそのような事態を回避するよう
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振る舞うと考えられる。このように、アカウン
タビリティの確保を目的に据えることで、プロ
グラムにとって無意味あるいは負の影響をもた
らす評価結果が産出される蓋然性が高まるので
ある（表 2）。
　それに対して、プログラムの改善を目的とす
る形成的評価は、プログラムに関与する広範な
利害関係者からの協力を得ることが可能であ
る。なぜなら、利害関係者は評価結果によって
アカウンタビリティを追及される恐れを抱く必
要がなく、むしろ評価結果を自らが利用するこ
とによってプログラムを改善させる誘因を有す
るからである。評価を実施する側にとっては、
多様な利害関係者を評価プロセスに組み込むこ
とで、プログラムの改善に有用な情報を入手で
きる可能性を高めることができる。
　したがって、参加型評価においては、プログ
ラムにおける利害関係者をはじめに特定するこ
とが重要となる。具体的には、①政策作成者と
意思決定者、②プログラムスポンサー（プログ
ラムの資金提供者）、③評価スポンサー（評価
の資金提供者）、④ターゲットになる参加者、
⑤プログラム運営者（運営および監督の責任
者）、⑥プログラムスタッフ（サービスの提供
や支援）、⑦プログラムの競合者、⑧社会文脈
上の利害関係者（他の機関や公務員、市民団体
など）、⑨評価と研究の学界（評価専門家やプ
ログラムに関する研究者）が挙げられる（Rossi, 
Lipsey, and Freeman 2004: 48-49）。利害関係者間

で評価プロセスにおける権限をどのように分配
するか、どの利害関係者にとって有用な評価結
果を産出するか、評価プロセスに評価専門家が
どの程度関与するかといった点について事前に
検討することが求められており、それらは評価
結果の質を左右するのである。
　参加型評価が広範な利害関係者を評価プロセ
スに関与させることについて、評価がもつ権力
構造からその必要性を考察することは重要であ
る。すなわち「評価は、時間や空間から離れて
単純なロジックや方法論として単独で存立する
ことはなく、価値や利害からまったく自由では
ない。むしろ、評価実務は特定の社会的制度的
な構造と実務の中に厳格に組み込まれている」
（House and Howe 2000: 3）のである。評価が権
力と結びつくことで、特定の価値を重視した評
価結果が出る恐れがある。つまり、使えないあ
るいは現状維持といった評価結果を産出するこ
とで、評価を特定の価値の保存に利用できるの
である。
　こうした背景から、評価に対する実用的およ
び社会変革的な要請がなされるようになり、評
価者の役割はこれまで以上に多様となり、さま
ざまな評価手法が提唱されるようになった。こ
れらの評価手法は利害関係者を評価プロセスに
関与させる点で共通していることから、「参加
型評価」として概念上整理されることになった
のである。

学習／改善のための評価の特徴 アカウンタビリティのための評価の特徴
・問題と制約を認めることに寛大、「失敗」から何を
学ぶことができるか

・統制／コンプライアンスに焦点
・当事者は敵対関係にある
・粗探し

・改善のための代替的なアプローチやアイデアの探索 ・身構える
・正当化と承認
・イノベーションの阻害要因となりうる
・プログラム終了を含む主要な変化の刺激として役
立つ

・「何か」と同様に「なぜ」「どのように」を突き止
める

・規則、基準、既定目標の遵守の強調
・誤りや失敗に罰を与える

・他の環境や状況にとってもアイデアや学習を生み
出しうる

・虚偽、不正、歪曲への誘因
・活動への影響はたいてい限定的

表2　改善／アカウンタビリティを目的とした評価の特徴

Source: Perrin（2007: 44）
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３．参加型評価の類型と評価者の役割

　参加型評価として定義される評価手法に
は、多くの種類が存在する。たとえば、利害
関係者主導型評価（Mark and Shotland 1985）、
学校主導型評価（Nevo 1995）、民主主義評価
（MacDonald 1976）、発展的評価（Patton 1994）、
エンパワーメント評価（Fetterman 1994）、参加
型アクションリサーチ（Whyte 1991）などは、
その出自や利用する場面が異なるものの、いず
れも参加型評価の手法として認識されている。
　参加型評価の特徴と多様性を理解する上で
有用なのが、評価プロセスの統制、利害関係
者の選定、参加の度合いという三つの次元に
よって参加型評価の手法を区別することである
（Cousins and Whitmore 1998: 11）。評価プロセス
の統制では、評価者が主導するのか、あるいは
参加者が主導するのかという軸が設定される。
利害関係者の選定では、主要なユーザーを選定
するのか、あるいはすべての代表集団を選定す
るのかという軸が設定される。参加の度合いで
は、参加者はたんなる意見の表明にとどまるの
か、あるいは評価プロセスに深く関与するのか
という軸が設定される。評価者には、選択した
参加型評価の手法がそれぞれの軸のいずれに位
置づけられるのかに応じて、評価プロセスを管

理することが求められる。
　参加型評価の手法は、実用的参加型評価
（practical participatory evaluation）と変革的参加
型 評 価（transformative participatory evaluation）
の 2つの原理によって整理することができる
（Cousins and Whitmore 1998）。両者は歴史的な
出自や評価の目的が異なるが、参加型評価の手
法の多くは両者のいずれかに分類することがで
きる。
　実用的参加型評価の歴史的出自はカナダとア
メリカにある。政府が行う社会政策プログラム
の評価が科学的厳密性を重視することで実用性
を失わせていることへの批判や、学校教育の現
場における評価のあり方に関する問題提起がそ
の背景となっている。実用的参加型評価の目的
は、プログラムに関与する主要な利害関係者に
とって有用な評価結果を産出することにある。
そこではプログラムや組織の改善あるいは問題
の解決に重点が置かれる。評価プロセスでは、
プログラム管理者やスタッフあるいは資金提供
者のようにプログラムに関与する利害関係者を
包摂して進められ、評価者は主要なファシリ
テーターとして振る舞う。
　他方、変革的参加型評価の歴史的出自は発展
途上国にある。コミュニティの自立的発展や国
際開発を目的とした参加型の調査手法がその背

P-PE（実用的参加型評価） T-PE（変革的参加型評価）
歴史的なルーツ カナダとアメリカ：適切さや結果の利

用、オーナーシップを高めることに焦
点をあてた実用的な評価実務

多くの発展途上国（インド、ラテンア
メリカ、アフリカ）――コミュニティ
と国際開発、参加型調査

目的 評価の利用、プログラムと組織の意思
決定、問題解決、組織の学習と変化

エンパワーメント、解放、社会的・政
治的変化

利害関係者の包摂 評価の過程と結果の主要なユーザー：
プログラム管理者やスタッフ、資金提
供者などのプログラム意思決定に関与
する利害関係者

プログラム便益者と主要なユーザーを
含む多様なステークホルダー

認識論 相互的な共時構成／構成主義者 相互的な共時構成／構成主義者

評価者の役割 主要なファシリテーター、技術的専門
家、トレーナー、探求者

共同のファシリテーター、エンパワー
メントの源泉、教育者、共同の探求者、
文化の仲介人、批評家

関係するアプローチ 発展的評価、利害関係者主導型評価、
実用重視評価、学校主導型評価

民主主義評価、第 4世代型評価、審議
型民主主義評価、参加型アクションリ
サーチ

表3　実用的／変革的参加型評価の比較

Source: Chouinard and Cousins (2014: 107)
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景となっている。変革的参加型評価の目的は、
社会的弱者に位置づけられるプログラム便益者
に対して、評価プロセスを通じてエンパワーメ
ントや解放あるいは社会的政治的変化をもたら
すことにある。社会的弱者が評価プロセスに主
体的かつ主導的に関与することで、自らの能力
構築や彼らが抱える問題とその対処法の理解に
つながるのである。評価者は共同のファシリ
テーターとして、利害関係者が主導する評価プ
ロセスを補完するにとどまる。
　実用的参加型評価の代表例は、パットンが提
唱した実用重視評価である（Patton 1997）。実
用重視評価は、想定利用者を評価活動に巻き込
むことで評価結果が最大限に活用されることを
目的としている。実用重視評価が登場した背景
には、1970年代のアメリカにおける評価をめ
ぐる危機がある（平井 2001: 132）。当時のアメ
リカでは、評価が意図せざる形で利用されるこ
とへの批判や評価の必要性に対する疑念など、
評価が政策判断に活用されないことへの問題意
識が存在していた。パットンはこうした危機の
背景に、評価が権力の保存に荷担する恐れがあ
ることを指摘している。つまり、評価が実際に
利用されるのではなく、政府プログラムの正当
性を主張するための手段として用いられるので
ある。
　評価と権力が結びつくことに対する反応のひ
とつとして現れたのが、評価における不均衡関
係の告発である。プログラムに関与する利害関
係者のあいだには「出資者と事業者との関係、
あるいは事業を担う組織における上下関係、そ
して事業の実施者と対象者との関係といった、
いくつかの不均衡な関係」（平井 2001: 132）を
見いだすことができる。評価を通じてこれらの
不均衡な関係が強化される恐れがある。
　もうひとつの反応として現れたのが、純粋な
科学としての評価を志向することである。科学
的手法に基づいて評価を実施することで客観性
や厳密性を担保し、評価結果が恣意的に用いら
れる事態を回避することができる。評価におけ
る不均衡関係の告発を避けることで、評価は引
き続き利用されることになる。
　しかし、いずれの立場も評価の利用を阻害す
る原因となる恐れがある。評価における不均衡
関係を告発する立場に立てば、そのような告発
を恐れたプログラム作成者が萎縮し、評価が積

極的になされない恐れが生じる。他方で、純粋
な科学としての評価を志向する立場に立てば、
評価結果の科学的厳密性を追求するあまり、利
用者にとっては使えない評価結果が提供される
懸念が生じる。
　パットンは、評価結果の「実用性」に着目す
ることで、両者の立場が抱える問題を克服する
ことを提唱する。つまり、評価における権力関
係をいったん認めた上で、評価が権力の保存に
荷担する事態を回避するために、多様な利害関
係者にとって実用的な評価結果の産出に努める
のである。評価結果が実際に利用されること
で、政府プログラムの正当化に終始した自己目
的化された評価に陥る事態を回避することがで
きる。
　変革的参加型評価の代表例は、フェッター
マンが提唱したエンパワーメント評価である
（Fetterman 1994）。エンパワーメント評価は、「改
善と自己決定を促進する目的で評価概念、技
術そして諸知見を実用化すること」（Fetterman 
and Wandersman eds. 2005: 10=2014: 14）として
定義される。エンパワーメントは「女性、有色
人種、マイノリティなど、歴史的・構造的に劣
位に置かれてきた社会的カテゴリーに属する
人々が、劣位に置かれたがゆえに開発発揮を阻
まれてきた個人の力を回復し（power-to）、連帯・
協働して（power-within）、自分たちを抑圧して
きた社会構造を変革していく（power-with）過
程」（内藤 2012: 45-46）を意味し、男女共同参
画やソーシャルワーク、コミュニティ活動、国
際開発の分野で発展してきた概念である。エン
パワーメント評価では、プログラム便益者をは
じめとする利害関係者が評価プロセスを通じて
能力を獲得することに主眼が置かれる。利害関
係者が評価プロセスを主導することから、評価
専門家の役割は補完的である。
　エンパワーメント評価がほかの参加型評価と
区別されるのは、次の 10の原則によって特徴
づけられているからである。すなわち、①改
善、②コミュニティ・オーナーシップ、③包括
性、④民主的参加、⑤社会正義、⑥コミュニ
ティの知見、⑦エビデンスに基づいた戦略、⑧
キャパシティ構築、⑨組織の学び、⑩アカウン
タビリティである（Fetterman and Wandersman 
eds. 2005=2014）。評価に際しては、各原則につ
いて評価専門家、コミュニティ、資金提供者の
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それぞれが評価プロセスにおいて自らの役割を
果たしたどうか「コミットメントのレベル」を
査定することで、エンパワーメント評価の質を
判断することができるのである（Fetterman and 
Wandersman eds. 2005=2014）。
　エンパワーメント評価では、評価専門家の役
割は「利害関係者が自己決定能力を強化する
プロセスを側面から支援すること」（源 2008: 
101）である。評価専門家には、利害関係者が
評価に関する技術やプログラムの背景知識を教
育し、評価プロセスが円滑に進行するように助
言や批判を行い、意見集約や合意形成を促すこ
とが求められる。ただし、評価の判断を下すの
はあくまで利害関係者であり、評価専門家の役
割は上記のような技術的支援にとどまるのであ
る（源 2008: 101）。
　参加型評価における評価専門家と利害関係者
の関係について整理したのが表 4である。この
表では、参加型評価の手法に応じて、評価プロ
セスにおける評価専門家の役割がさまざまであ
ることが示されている。つまり、従来型のプロ
グラム評価では評価専門家が評価作業の権限を
有しており、利害関係者は情報源としてデータ
を提供するにすぎない。評価の判断も評価専門
家が行うため、利害関係者がオーナーシップを
涵養することはない。他方で、参加型評価の手
法である利害関係者評価になると、評価専門家
が評価プロセスを主導するものの、利害関係者
が評価プロセスに組み込まれることになる。協
働型評価や実用重視評価では評価専門家と利害
関係者との権限が対等となり、評価プロセスは
協働作業として進められる。エンパワーメント
評価では利害関係者が評価プロセスを主導する
立場となり、評価専門家の役割は補完的となる。
このように、利害関係者の評価への参加の度合

いによって、評価者に求められる役割は異なる
のである。

４．参加型評価の担い手

　国外では参加型評価に関する研究成果と実践
例が蓄積されているが、日本では参加型評価が
普及しているとは言いがたい。なぜなら、評価
専門家の数が少なく、参加型評価の担い手が不
在の状況にあるからである。評価専門家の育成
が急務であるが、いくつかの分野では参加型評
価がこれから普及する余地を確認することがで
きる。
　第一に挙げられるのが、NPO（非営利組織）
による地域公共サービスの供給の場面である。
背景にあるのが、地方自治における指定管理者
制度の導入である。指定管理者制度は、地域公
共サービスの担い手を多様化することを目的
として、2003年の地方自治法改正によって導
入された制度である。指定管理者制度の導入に
よって、民間企業や NPOが地域公共サービス
分野に参入することが可能となったのである。
　指定管理者制度では、あらゆる種類の公共
サービスが行政の外部に委託されることにな
る。総務省は、2012年に実施した「公の施設
の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結
果」の中で、指定管理者制度によって運営を委
託することのできる公の施設を次のように分類
している。すなわち、①レクリエーション・ス
ポーツ施設（競技場、野球場、体育館、テニス
コート、プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、
国民宿舎、宿泊休養施設等）、②産業振興施設（産
業情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開
放型研究施設等）、③基盤施設（駐車場、大規

評価作業の権限 評価の判断を行う主体
利害関係者評価 評価専門家＞利害関係者 どちらかというと評価専門家
協働型評価 評価専門家＝利害関係者 協働作業
実用重視評価 評価専門家＝利害関係者 協働作業
エンパワーメント評価 評価専門家＜利害関係者 利害関係者
従来型評価 評価専門家（利害関係者は情報源） 評価専門家

出典：源（2008: 99）

表4　参加型評価における評価専門家と利害関係者の関係
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模公園、水道施設、下水道終末処理場、ケーブ
ルテレビ施設等）、④文教施設（県・市民会館、
文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山
の家等）、⑤社会福祉施設（病院、特別養護老
人ホーム、介護支援センター、福祉・保健セン
ター等）である。指定管理者制度の対象となる
施設の中には、テニスコートや駐車場のように
管理運営が比較的容易と考えられるものから、
病院や福祉・保健センターのように専門性を求
められるものまで、多様な施設が含まれている。
　従来からプログラム評価が行われてきた教
育、保健医療、福祉といった人的社会的サービ
スの分野では、施設職員や施設利用者といった
利害関係者によって参加型評価を行うことがで
きると考えられる。総務省による先の分類に従
えば、④文教施設と⑤社会福祉施設が該当する。
たとえば、文教施設に該当する男女共同参画セ
ンターでは、エンパワーメント評価の知見を生
かして、女性の能力構築やキャリア開発を目的
とした評価を行うことが考えられる。男女共同
参画センターが開講する講座を通じた施設利用
者の能力構築や、施設運営に携わる女性職員の
キャリア開発といった場面で、参加型評価を活
用することができる。他にも、コミュニティ施
設や社会福祉施設などで、参加型評価による
サービスの向上が期待できる。
　第二に挙げられるのが、地方国公立大学によ
る地域貢献の場面である。文部科学省は「第 3
期中期目標期間における国立大学法人運営費交
付金の在り方に関する検討会」を設置し、平成
27年 6月 15日に「第 3期中期目標期間におけ
る国立大学法人運営費交付金の在り方について
（審議まとめ）」を公表している。その中では、
国立大学に配分される運営費交付金の配分方法
について検討がなされており、国立大学の機能
強化の観点から次の 3つの枠組みに応じて優れ
た取り組みに対する重点支援を行うことを提言
している。すなわち、①地域に貢献する取り組
み、②特定の分野に関する教育研究を行う取り
組み、③世界で卓越した教育研究を推進する取
り組みである。このうち、地域に貢献する取り
組みを行う国立大学については、地域の利害関
係者との協働による教育研究が想定されること
から、参加型評価の活用を通じて地域課題の発
見解決や市民教育に貢献することができると考
えられる。

　各枠組みの中ではそれぞれ測定可能な指標を
設定することで成果の検証を行えるようになっ
ている。たとえば、地域に貢献する取り組みで
は、人材育成に関する取り組みの指標例として
「地域教育（初等中等教育、職業教育、生涯学
習等）への貢献状況」や「（地域の）企業・自
治体等へのインターンシップの実施状況」、地
域活性化に関する取り組みの指標例として「（地
域の）企業・自治体等との連携を促進させるた
めの組織的な取組状況」、地域の政策課題の解
決に関する取り組みの指標例として「地域との
対話の場の設定や協定等による取組の実施状
況」などが挙げられている。これらの指標で定
められた目標を達成するために、地域に貢献す
る取り組みの枠組みを選択した国立大学では、
今後は教育研究の場面において地域社会との接
点が増えることが予想される。
　国立大学では「地域」を冠した学部の新設が
相次いでおり、それぞれの大学において地域の
特色あるテーマを掲げている（朝日新聞 2015
年 10月 4日付）。また、地方にある私立大学の
公立大学への転換も相次いでおり、大学による
地域社会への貢献が今後も重視されると考えら
れる。
　大学における既存の取り組みとして、地域課
題の発見解決や地域活性化を目的とした PBL
（課題解決型学習）の取り組みや、市民教育や
地域との対話を目的としたワークショップの開
催などの取り組みにより、地域社会における利
害関係者との接点が生まれている。参加型評価
の手法を活用することで、地域貢献により効果
的な教育プログラムを提供することが可能にな
ると考えられる。
　第三に挙げられるのが、YPE（youth devel-
opment participation）と呼ばれる青少年による
参加型評価の場面である。YPEが登場したの
は、参加型評価やアクションリサーチに対する
実用性が認識されていったのと並行して、青
少 年 育 成（youth development or positive youth 
development）の分野において青少年の位置づ
けが変化したことが背景にある。青少年を問題
を抱えた存在として見なす考え方から、問題解
決の一部を担う存在として理解する考え方へシ
フトしたことで、青少年を意思決定に関与させ
ることへの国際的な関心が高まったからである
（Sabo 2003）。こうした流れの中で、参加型評
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価と青少年育成の分野が合流することで生まれ
たのが YPEの手法である。
　YPEはさまざまな青少年育成コミュニティ
で行われている。たとえば、カナダで行われて
いる ‘Town Youth Participation Strategies’ は、青
少年育成コミュニティが定期的に開催するカン
ファレンスで YPEの手法を用いている。この
カンファレンスでは、青少年がワークショップ
での議論を通じて彼らが直面しうる課題（アル
コール依存、危険な性交、薬物、犯罪など）に
ついて検討を行っている（Voakes 2003）。
　また、ネパールの子どもクラブで YPEが用
いられている例もある。この子どもクラブで
は、たとえば「ソーシャル・マッピング」と呼
ばれる模造紙上に地図を作成する手法を用いる
ことで自らが所属する地域社会への理解を深め
たり、子どもたちが日々の生活に対して感じ
る恩恵について簡単なマトリックスを用いて
場面ごとの比較を行ったりしている（Hart and 
Rajbhandary 2003）。模造紙やペン、カード、シー
ルなどの比較的簡易な方法を用いることで子ど
もたちの参加を促し、彼らやコミュニティを取
り巻く環境の探求を通じて、課題の発見や高い
教育効果を期待することができる。このように、
YPEは青少年育成コミュニティにおける参加
型評価の手法として実践されているのである。
　日本においては、昨今の選挙権年齢引き下げ
に伴う政治教育の議論の中で YPEの手法を応
用することができると考えられる。平成 27年
6月の公職選挙法改正によって選挙権年齢が 18
歳に引き下げられることに伴い、総務省と文部
科学省は高校生向けの副教材として「私たちが
拓く日本の未来」を作成し公表している。この
教材では、グループ学習やディスカッションを
通じて自らの意見と候補者の政策を比較するた
めのアプローチや、ブレインストーミング（発
想法）、KJ法（整理法）、特性要因図法（問題
の主だった原因との関係を魚の骨のような図解
にして分析する方法）、ダイヤモンド・ランキ
ング（複数の結論を順位づけてダイヤモンド型
に並べて分析する方法）などの思考ツールが示
されており、政治教育における YPEの実践例
になると考えられる。

５．おわりに

　本稿では、参加型評価の特徴と意義につい
て、従来型のプログラム評価との比較から検討
を行った。両者の特徴の違いは形成的評価と総
括的評価の対比によって整理される。従来型の
プログラム評価はさまざまな問題を抱えてお
り、「民主主義への応答の困難」「アカウンタビ
リティの確保に伴う否定的作用」「特定の価値
の保存」「科学的厳密性の追求による非実用的
な評価結果の産出」といったこれらの問題を克
服するために新たに考案されたのが参加型評価
であった。参加型評価にはさまざまな手法が存
在するが、それらは実用的参加型評価と変革的
参加型評価の 2つの原理によって整理でき、参
加型評価の代表的な手法である実用重視評価と
エンパワーメント評価からそれぞれの原理の特
徴を説明することができた。また、参加型評価
の手法によって評価プロセスにおける利害関係
者の関与の度合いが異なり、評価専門家が演じ
る役割もそれに応じて異なることが示された。
　本稿の最後では、参加型評価が利用されうる
具体的な場面として、NPOによる地域公共サー
ビスの提供、地方国公立大学による地域貢献、
YPEの政治教育への応用について検討を行っ
た。日本では参加型評価の実践例が少なく、今
回検討を行った場面以外にもさまざまな分野で
参加型評価が普及する余地がある。また、参加
型評価が普及することで、多様な利害関係者の
意見が意思決定に反映され、評価プロセスを通
じて利害関係者自身にも変化をもたらすことが
できる。このように、参加型評価では利害関係
者が評価プロセスに双方向的に関与するため、
従来型のプログラム評価では必ずしも十分では
なかった民主主義の要請に応えることができる
のである。
　今後の課題として、参加型評価の担い手を育
成することが求められる。また、参加型評価で
は評価スキルを有していない利害関係者が評価
プロセスに関与することになるので、標準的な
テキストの作成を通じて、評価スキル獲得の支
援や評価プロセスの実効性の確保を行うことが
必要である。今後はさまざまな場面で参加型評
価の実践例を蓄積することで、参加型評価の体
系化と優良事例の提供を進めていくことが求め
られる。
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